
重 要 事 項 説 明 書

1．事業所の概要

事業所名     訪問看護ステーション長寿苑

サービスの種類  介護予防訪問看護

訪問看護

所 在 地     広島県東広島市西条町馬木 1567 番地

連 絡 先      （082）425－2000（代表）

介護保険事業者番号 広島県知事指定 3462590054

2．事 業 の 目 的

社 会 福 祉 法 人 し ら ゆ り 会 が 開 設 す る 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 長 寿 苑 （ 以 下 「 事 業 所 」 と い

う 。 ） が 行 う 指 定 訪 問 看 護 及 び 指 定 介 護 予 防 訪 問 看 護 の 事 業 （ 以 下 「 事 業 」 と い う 。 ） は 、

居 宅 に お い て 要 介 護 状 態 又 は 要 支 援 状 態 に あ る 高 齢 者 に 対 し 、 適 切 な 事 業 の 提 供 を

す る こと を 目 的 と す る 。

3．運 営 の 方 針

指 定 訪 問 看 護 の 提 供 に 当 た っ て は 、 事 業 所 の 看 護 職 は 要 介 護 者 の 心 身 の 特 性 を 踏 ま

え て 、 日 常 生 活 動 作 の 維 持 ・ 回 復 を 図 る とと も に 、 生 活 の 質 の 確 保 を 重 視 し た 在 宅 療 養

が 継 続 で き る よ う に 支 援 す るも の とす る 。

       2 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、事業所の看護職は要支援者が可能な限りそ

の居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援するととも

に、利用者の心身の機能の維持回復を図り、利用者の生活機能の維持又は向上を目指す

ものとする。

3 事 業 の 実 施 に 当 た っ て は 、関 係 市 町 村 ・地 域 の 保 健 ・ 医 療 ・福 祉 サ ー ビ ス の 綿 密 な

連 携 を 図 り 、 総 合 的 な サ ー ビ ス の 提 供 に 努 め る もの と す る 。

4 社 会 福 祉 法 人 し ら ゆ り 会 は 、 運 営 会 議 を 設 置 し 、 事 業 の 運 営 上 必 要 な 事 項 に つ い て

適 時 協 議 す る もの と す る 。

4．事業所の職員体制

職 種 人 員 摘    要

管 理 者 １名 常勤・看護職兼務

看 護 職 ７名
常勤・兼務１名、常勤・専任 2 名

非常勤・専任 4 名

5．利用料等について

       事 業 を 提 供 し た 場 合 の 利 用 料 の 額 は 、 厚 生 労 働 大 臣 が 定 め る 基 準 に よ る も の と し 、

法 定 代 理 受 領 で あ る 場 合 は 、介 護 保 険 負 担 割 合 証 に 応 じ た 額 と す る 。

２ 介 護 保 険 に よ る 利 用 料 は 、 介 護 保 険 法 に よ る 料 金 表 に 従 っ て 算 定 す る 。

6．営業日及び営業時間

    事 業 所 の 営 業 日 及 び 営 業 時 間 は 、次 の とお り と す る 。

  （ １ ） 営 業 日         月 曜 日 か ら 土 曜 日 ま で と す る 。 た だ し 、 日 曜 日 、 国 民 の 祝 日 、 8月 14･8月 15

日 及 び 12月 30日 ～ 1月 3日 ま で を 除 く 。

  （ ２） 営 業 時 間   午 前 ８時 ３ ０ 分 か ら 午 後 ５ 時 ３ ０ 分 ま で と す る 。

（た だ し 、 特 変 等 の 緊 急 の 場 合 は 時 間 外 の 訪 問 も 可 能 ）

7．事業の内容

    指 定 訪 問 看 護 及 び 指 定 介 護 予 防 訪 問 看 護 の 内 容 は 次 の と お り と す る 。

（１） 病 状 ・ 障 害 の 観 察              （ ２） 清 拭 ・ 洗 髪 等 に よ る 清 潔 の 保 持

（３） 食 事 及 び 排 泄 等 日 常 生 活 の 世 話 （ ４） 褥 瘡 の 予 防 ・ 処 置

（５） リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン             （ ６） タ ー ミ ナ ル ケ ア

（７） 認 知 症 患 者 の 看 護             （ ８ ）療 養 生 活 や 介 護 方 法 の 指 導

（９） カ テ ー テ ル 等 の 管 理            (10)そ の 他 医 師 の 指 示 に よ る 医 療 処 置

8．通 常の 事 業 の実 施 地 域

        事 業 所 の 通 常 の 事 業 の 実 施 地 域 は 、 東 広 島 市 の 区 域 と す る 。

9．緊 急 時 等に お け る 対応 方 法

        事 業 の 提 供 中 に 、 利 用 者 の 病 状 の 急 変 、 そ の 他 緊 急 事 態 が 生 じ た と き は 、

必 要 に 応 じ て 臨 時 応 急 の 手 当 を 行 うと とも に 、 速 や か に 主 治 医 に 連 絡 し 指 示

を 求 め る 等 の 必 要 な 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い 。

10．高齢者虐待防止のための措置に関する事項

     事業所においては、利用者の人権の擁護及び虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。

(1) 事業所は、虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につい

て職員に周知徹底を図る。

(2) 職員に対する虐待の防止を啓発・普及するための定期的な研修の実施。

(3) 上記の措置を適切に行うための担当者の設置。

(4) その他虐待防止のために必要な措置

2 事業所においては、事業を提供するに当たり、当該職員又は養護者（利用者の家族等の現に高齢者を

養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者等を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報

するものとする。

11．業務継続計画の策定等

事 業 所は 、感 染 症 や 非 常 災 害の 発 生 時 に お い て 、利 用 者 に 対す るサ ー ビ スの 提 供 を 継 続 的 に 実

施 並 び に非 常 時 の 体 制で 早 期 の 業 務 再 開 を図 るた め の 計 画(以 下「業 務 継 続 計 画」とい う。)を 策

定 し 、当 該業 務 継 続 計 画 に 従 い 必要 な 措 置 を 講 じ るものとす る。

2 事 業 所は 、従 業 者 に 対し 業 務 継 続 計 画 に つい て 周 知 す ると共 に 、必要 な 研 修 及 び 訓 練 等 を 定期

的 に 実 施す るもの とす る。

3 事 業 所は 、定 期 的 に 業 務継 続 計 画 の 見 直 しを 行 い 、必 要 に 応じ て 業 務 継 続 計 画の 変 更 を 行 うも

のとす る。

12．感染症対策

事 業 所は 、事 業 所 内 に お い て感 染 症 が 発 生 し 、又は ま ん 延し な い ように 、次 の 各 号に 掲 げ る措 置 を

講 じ るものとす る。

(1)事 業 所 に お ける感 染 症 の 予 防 及 びま ん 延 の防 止 の た め の 対 策 を検 討 す る委 員 会 を 、概 ね ６か

月 に 一 回以 上 開 催 す ると共 に 、その 結 果 に つ い て 介 護 支 援 専 門員 に 周 知 徹 底 を 図 る。

(2)事 業 所 に お ける感 染 症 の 予 防 及 びま ん 延 防 止の 為 の 指 針 を整 備 す る。

(3)事 業 所 に お い ては 、事 業 所 職 員 に対 し 感 染 症 の 予 防 及 びま ん 延 の 防 止の た め の 、研 修 及 び 訓

練 等 を 定 期的 に 実 施 す る。

13．ハラスメント等の防止

事 業 所は 、適 切 な 事 業 の 提 供を 確 保 す る観 点 か ら、職 場 に お いて 行 わ れ る性 的 な 言 動 又 は 優 位

的 関 係 を 背景 とし た 言 動 に より、業 務上 必 要 か つ 相 当 な 範 囲 を 超え た もの に より、従 業 者 の就 業 環

境 が 害され ることを 防 止 す るた め の 方 針 の 明 確 化等 へ の 必 要な 措 置 を 講 じ

るもの としま す 。

14．身体拘束廃止への取組み内容

サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するために、緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等とい

う。）を行わないものとし、やむを得ず身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由等必要な事項を記録するものとする。

2 事業所は、身体拘束廃止への取り組みとして次の措置を講ずるものとする。

(1) 身体拘束廃止委員会を設置するとともに,3月に1回以上、開催することにより、身体拘束廃止への取り

組みについて検討、その結果について職員に周知徹底を図る。

(2)やむを得ず身体拘束を行う場合には、家族への説明を行い「身体拘束に関する説明書・経過観察記

録」に身体的拘束等にかかる入苑者の態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録する。



(3)職員に身体拘束廃止への取り組みの為の定期的な研修の実施。

（4）上記の措置を適切に行うための担当者の設置。

15．重要事項の掲示

事業所内の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務体制、協力病院、利用料その他のサー

ビスの選択に資する、重要事項を書面掲示に加え、法人のホームページ等又は、情報公表システ

ムに掲載・公表するものとする。

16．そ の 他 運 営 に 関 す る 重 要 事 項

事 業 所 は 、看 護 職 の 質 的 向 上 を 図 る 為 、 研 修 の 機 会 を 次 の とお り に 設 け る も の と し 、

ま た 業 務 体 制 を 整 備 す る も の と す る 。

      (１ ) 採 用 時       研 修 採 用 後 １ カ 月 以 内

     (２ ) 継 続 研 修 年 ３ 回

     (３ ) 関 連 事 業 所 との ケ ー ス カ ン フ ァ レ ン ス

2 従 業 者 は 、 職 務 上 知 り 得 た 利 用 者 又 は そ の 家 族 の 秘 密 保 持 を 、厳 守 し な け れ ば な

ら な い 。

     3 従 業 者 で あ っ た もの に つ い て も 、業 務 上 知 り 得 た 利 用 者 又 は 家 族 の 秘 密 を 漏 ら す

こと が な い よ う に 、必 要 な 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い 。

4 こ の 規 程 に 定 め る 事 項 の ほ か 、 事 業 所 の 運 営 に 関 す る 重 要 事 項 は 、 社 会 福 祉 法 人

し ら ゆ り会 と 事 業 所 の 管 理 者 と の 協 議 に 基 づ い て 定 め る も の と す る 。

17．苦情処理

     事業所は、利用者からの苦情に迅速にかつ適切に対応するため、苦情受付窓口の設置や第三

者委員を選任するなど必要な措置を講じます。

２ 事業所は、提供するサービスに関して、市町村からの文書の提出・提示の求め、又は市

町村職員からの質問・照会に応じ、利用者からの苦情に関する調査に協力します。市町

村からの指導又は助言を得た場合は、それに従い、必要な改善を行い報告します。

３ 事業所は、サービスに関する利用者からの苦情に関して、広島県国民健康保険団体連合

会の調査に協力するとともに、広島県国民健康保険団体連合会からの指導又は助言を得

た場合は、それに従い、必要な改善を行い報告します。

４ 苦情申し立ての方法

苦情解決に関する処理要綱に則り利用者及びその家族・第三者からの苦情を受け付けるものとする。

ただし、事業所として申立人からの苦情等の内容によっては、社会通念上において考えられる以

上の内容を求められる場合には、対応可能な事業所に変更させて頂く場合もあります。

① 当事業所における苦情やご相談は以下の窓口で受付いたします。

※苦情受付窓口 所 長 梶原賢典 TEL（０８２）４２５－２０００

        管理者 菅田直子 FAX（０８２）４２５－２００１

※受付時間  毎週月曜日から土曜日 午前８時３０分から午後５時３０分

       上記以外でも２４時間連絡が取れる体制です。

② 行政機関その他苦情の受付機関

      ※東広島市役所   介護保険課       TEL（０８２）４２０－０９３７

        所在地 広島県東広島市西条栄町８番２９号

※広島県国民健康保険団体連合会 介護福祉課 TEL（０８２）５５４－０７８２

       所在地 広島県広島市中区東白島町１９番４９号     

年  月  日

                  

利用者

    私は上記の内容の説明を受けました。

      住 所

      氏 名               

    代理人（代理人を選任した場合）

      住 所

      氏 名                 （続柄：    ）

説明者

    私は上記の内容の説明をいたしました。

      所 在 地  広島県東広島市西条町馬木 1567 番地

事業者名  訪問看護ステーション長寿苑

      説明者氏名             


